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はじめに

1.1. なぜ沖縄企業の海外輸出なのか

沖縄は古くから国際貿易と交流の要衝として栄えてきた歴史的経緯を持ち、現在でも国内外の観光客が引きも切らずに訪れる強力な観光ブランドを

誇っています。グローバル化や円安を背景に、日本全国で輸出に関心が高まる中、沖縄企業の海外展開は今や大きなチャンスを迎えています。 とりわけ

アジア諸国を中心に、日本製品や日本文化に対する関心は非常に高まっている時代です。そこに「沖縄独自の文化・食材・伝統技術」という希少価値

を掛け合わせることで、単なる“輸出”ではない高付加価値ビジネスの可能性が広がります。

また、沖縄には年間で多種多様な国籍の外国人観光客が訪れており、彼らが帰国後に沖縄産品を再購入するための需要がすでに存在している点が

大きな強みです。 さらに、沖縄は地理的に日本本土よりもアジアに近く、海路・空路での輸送日数を短縮しやすい利点があります。地理的優位性を活

かして、まずは近隣国への輸出を始め、その成功をもとに徐々にグローバルへ拡大するステップを踏む企業も増えています。

こうした背景から、本マニュアルでは沖縄企業が海外輸出に取り組む際の要点を体系的に整理し、インバウンドとの関連や実務ポイントを詳しく解説して

いきます。

1.2. 沖縄県産品のポテンシャル

沖縄県産品は、日本国内だけでなく海外からも注目を集める独特の魅力にあふれています。例えば、黒糖・シークヮーサー・もずく・海ぶどうといった南

国特有の食材は「健康的なイメージ」「南国リゾートらしさ」を打ち出しやすく、海外メディアにも取り上げられるケースが増えてきました。また、紅型や琉球

ガラス、シーサーなどの工芸品は、世界にただ一つと言っても過言ではない独自の芸術性をもっています。 さらに、泡盛は焼酎と同様に蒸留酒として認

知され始めており、ウイスキーやジンに次ぐ日本発のクラフトスピリッツとして世界市場に挑戦できる可能性があります。

沖縄独特の自然と文化の結晶ともいえるこれらの商品は、観光立県としての“ストーリー性”を背景に、海外消費者にとって魅力的な選択肢となり得

るのです。中でも、インバウンド観光客が沖縄での旅行中に実際に試食・試飲し、その場でファンになった事例は多々報告されています。そうした顧客体

験が、帰国後に「もっと買いたい、輸入したい」というモチベーションに転じることがあり、インバウンド需要とアウトバウンド（輸出）の好循環が見込めるの

が大きな特徴です。



1.3. マニュアルの読み方・進め方

本マニュアルでは、沖縄企業が実際に輸出を始めるために必要な知識や手順を「基礎から実務」まで段階的にまとめています。特に、インバウンドデー

タの活用や沖縄特有の強み・課題を意識している点が一般的な輸出マニュアルとの大きな違いです。

初めて輸出に取り組む方

まずは第2章でPDCAの全体像を把握し

、第3章以降で市場リサーチやインバウン

ド活用を学んでください。

すでに国内で一定の販売実績

があり、海外からの引き合いを

受けている方

第4章から第6章にかけて、実務的なステ

ップや貿易条件などの詳細を重点的に確

認しましょう。

海外でのブランド戦略や長期

的な事業拡大を目指す方

第7章以降でリスク管理やマーケティング

戦略の考え方を深く掘り下げることで、よ

り高い付加価値の創出を目指せます。

必要な情報だけを抜き取って活用していただいても構いませんが、輸出プロセス全体を俯瞰しつつ準備を進めることで、無駄な出費やトラブルを大幅

に削減できます。ぜひ各章を繰り返し参照しながら、社内メンバーや専門家と議論を重ね、沖縄発の海外輸出を成功へ導いてください。



2. 海外輸出を成功に導く全体像

2.1. PDCAサイクルで捉える輸出戦略

海外輸出は、一度きりの契約では終わらず、相手国の情勢や自社の戦略変更に応じて頻繁に軌道修正が必要になります。

そこでPDCAサイクルの視点でポイントをとりまとめます。これは単なるフレームワークではなく、海外展開を継続・拡大していくための必須手法といえます。

1 Plan（計画）

海外輸出に関しては、当面のターゲット国・ターゲット層（BtoBかBtoCか）・目標売

上・投入予算・スケジュールを明確化します。インバウンドデータを活用し、「どの国の観

光客がどういったカテゴリーの商品を多く買っているのか」などの情報を盛り込みながら、自

社製品の訴求ポイントを洗い出すことが効果的です。さらに、国際物流や関税率、現

地規制も事前に調査しておくと、より現実的な計画を立てられます。

2 Do（実行）

輸出形態の選択（直接輸出、間接輸出、越境ECなど）を具体化し、実際に取引契

約やサンプル出荷、現地でのテストマーケティングを始めます。沖縄独自の輸送経路や

ハブ空港機能を活かすことで、他の地域よりも有利に商機を得られることも。少量からで

も出荷してみることで初めて得られる知見があるため、完璧に準備してから…ではなく、ま

ずは小ロットでも開始してフィードバックを得ることが成功の秘訣です。

3 Check（評価）

実際に輸出を行った後は、販売実績や顧客からの反応、競合他社の動向をモニタリン

グします。現地のバイヤーが抱える課題（価格が高すぎる、パッケージが伝わりにくいなど

）を聞き出し、改善策を検討しましょう。売上の推移だけでなく、SNS上の口コミやリピ

ーター率なども重要な評価指標となります。

4 Action（改善）

Checkで洗い出された課題をもとに、パッケージの変更、商品ラインナップの再構成、価

格改定、現地イベントへの出展など、新たな施策を実行に移します。この一連のサイクル

を繰り返すことで、海外市場での認知度や信用度を高めつつ、利益を確保していけるよ

うになります。



2.2. 自社内部の整理（目標・資源・人材）

沖縄県内の事業者の多くは従業員数が限られており、輸出専任の担当を置く余裕がないケースもしばしば見受けられます。しかしながら、海外輸出は社
内の複数部署（経営、製造、経理・財務、販売、在庫管理など）が連携しないとスムーズに進まないのが現実です。そのため、あらかじめ社内体制を整
え、「誰が海外問い合わせに対応するか」「海外向けの見積書は誰が作成・チェックするか」「為替リスクをどう管理するか」などの具体的役割分担を明確に
しておきましょう。

経営陣の理解とコミットメント

輸出には一定の投資とリスクが伴います。経営陣が海外展開の意

義を理解し、長期的視点で取り組む意欲を持つかどうかが社内体

制づくりに大きく影響します。

語学・貿易実務スキル

英語や中国語が得意な人材を社内で育成したり、外部の専門家

や翻訳者と契約するなどして、海外とスムーズにコミュニケーションを

取る仕組みをつくることが望ましいです。貿易実務に関する知譆（

インコタームズ、輸出入規制、関税制度など）を習得する研修も

有益でしょう。

資金繰りとリスク耐性

商品の在庫や生産体制を拡張した後に想定外のトラブル（相手

国の規制変更や経済危機など）が起きることもあり得ます。自己

資金や金融機関との連携に加え、万一の保険加入や債権保全

策を考慮しておくことで安定した輸出継続が期待できます。

2.3. 沖縄企業ならではの強み・留意点

沖縄は観光県として海外からの認知度が高い反面、日本本土と比べて物流コストが割高になりがちな部分も否定できません。また、アジア地域との地理
的近さは利点である一方、北米やヨーロッパへの直行便・船便が少ない場合があり、輸送リードタイムの計画を綿密に行う必要があります。
これらを差し引いても、インバウンド消費が多い現場でリアルタイムに外国人の反応を見られるのは大きなアドバンテージです。

離島発の高品質食品としてのブランド価値

近年、世界的に“オーガニック”や“クリーンラベル”などの健康志向が

高まっています。離島特有の自然環境で育った素材や、琉球王朝

にルーツをもつ伝統製法をアピールすることで、高価格帯市場にも

アプローチできる可能性があります。

観光客・在沖外国人からの継続的なフィードバック

インバウンド向けの土産物店や飲食店で商品を試験販売し、外

国人観光客の率直な反応を得られるのは他県にはない強みです

。そのデータを輸出先国のバイヤーとの商談時に活かすことで説得

力も増します。

コミュニティの強さと情報交換

沖縄には観光関連・輸出関連の企業が密接につながっているコミ

ュニティがあり、セミナーや勉強会を通じて最新の輸出情報を共有

することが可能です。商工会・産業振興公社などの主催イベントに

積極的に参加することで、人材不足や情報不足を補えます。



3.市場リサーチとインバウンドデータの活用

3.1. インバウンド消費データの重要性

沖縄には毎年数百万人規模の観光客が訪れ、その中でも一定割合を外国人旅行者が占めています。コロナ禍による影響はあったものの、徐々に

回復しつつあるインバウンド市場は依然として沖縄経済を支える大きな柱の一つです。そこから得られるインバウンド消費データは、海外輸出を検討す

る上で重要なヒントが詰まっています。

POSデータ

土産店やスーパー、ドラッグストアなどで、

どのような商品がどの国籍の人にどのくらい買われ

ているか

バーコードスキャンデータ

商品購入前後の翻訳アプリ使用履歴や閲覧履

歴から、実際の購買に至らなかった「関心層」の

存在を把握できる

免税手続きデータ

観光客がまとめ買いした際の、国籍や購入金額

、カテゴリーなど。

これらを掛け合わせることで、「韓国人観光客はお菓子類と化粧品をどれくらい買うのか」「台湾人観光客が健康食品に興味を持つ傾向がどれほど強

いのか」といった詳細な傾向を把握できるようになります。日本国内向けとは違う視点で商品改良を行う際、このデータを活かすことで無駄なトライアル

を減らし、初期段階から高い命中率で海外市場にアプローチできます。

消費者インタビューやアンケート調査のデータ

行政や民間企業が行う観光客を対象にした調査は、大きな流れをつかむことができます。沖縄と他の地域の比較や、定年観測の結果どのような変化が起きてい

るのかなど、観光客の声をモニターする際に活用できます。



3.2. 国籍別の嗜好や購買傾向

国によって食文化・消費習慣が大きく異なるのは周知の通りです。特に沖縄に多く訪れる台湾・韓国・香港・中国などの中華圏・東アジア圏では、日

本観光全体における人気商品が似通っている一方で、沖縄ならではの商品が追加で人気を博しているケースもあります。以下はあくまで一例ですが、

それぞれの国や地域のざっくりとした購買傾向です。

台湾:

海外の中では日本の文化への親和性が非常に高く、菓子類やインスタント麺、

お土産雑貨、健康食品など幅広いジャンルに興味を持つ。沖縄のお菓子や和

牛やあぐー豚、サプリや健康食品、地域限定味に関心を寄せることが多い。

韓国:

美容・コスメ関連への支出が大きい傾向があり、沖縄産の化粧品やサプリ、また

スナックや珍しい味のインスタント食品も人気。ポップカルチャー要素を取り入れた

商品デザインも受け入れられやすい。

香港・中国:

化粧品やサプリ、医薬品が強い需要を持つ。沖縄そばや泡盛なども独特の地方

食として注目されるが、価格帯や規制に注意が必要。中国本土向けにはEC需

要が非常に高い一方、輸入手続きが厳しくなる場合もある。

欧米・オセアニア:

まだまだ訪沖客数としてはアジアほど多くないが、SNSや個人旅行を通じて「日本

食・沖縄独自の料理」を体験し、ハンドメイド工芸品や自然派コスメなどを好む

層が増加。高級線で差別化を狙うと良い場合もある。

沖縄に訪れる外国人旅行者だけでなく、現地にいる外国人コミュニティ（在沖米軍関係者など）も購買動向を調べてみると、意外な輸出チャンスが

見つかるかもしれません。



3.3. 競合・類似商品のチェック方法

海外輸出を検討する際、自社製品が「既に現地市場に似たようなものがあるか」「競合他社がどのような価格帯とプロモーションをしているか」を把握し

ておくことは欠かせません。主なチェック方法としては下記のような方法があります。

HSコードによる統計調査

食品や雑貨などのカテゴリーに割り当てられるHSコードをもとに、日本からター

ゲット国への輸出量や平均単価、関税率を調べることで概略がつかめます。

現地ECサイトやSNSの検索

ターゲット国のECサイト（たとえば台湾のShopee、香港のHKTVmall、中

国の天猫など）で自社製品と同カテゴリーの商品をリサーチし、レビューや価

格帯、商品写真、売れ筋ランキングを確認します。

競合企業の事例分析

既に沖縄県産品や日本国内の類似商品を輸出している企業の海外展開

例を調べ、現地パートナーや流通経路、ブランド訴求方法などを参考にしま

す。展示会の出品状況や海外ニュースリリースなどからも情報収集が可能で

す。

バイヤー・商社へのヒアリング

実際に海外で流通している製品に詳しいバイヤーや、沖縄県内の地域商社

に話を聞くのが最も効率的な方法です。海外市場での実際の価格帯や消費

者の反応など、生きた情報を得られます。

このようにして競合・類似品の動きをつかんだ上で、自社がどのポイントで差別化できるかを明確にし、さらにインバウンドデータをリンクさせることで高い精

度の輸出戦略を描くことができます。



4.海外展開の形態とチャネル選択
4.1. 直接輸出と間接輸出
海外輸出には大きく直接輸出と間接輸出の2形態があります。それぞれメリット・デメリットがあり、沖縄企業としてどの方式を採用するかは社内リソースやリ
スク許容度によって異なるため、以下をよく検討してください。

■ 直接輸出: メーカーまたは生産者自身が海外の卸・小売・顧客と直接取引を行う。
メリット:

• 価格や取引条件を自社でコントロールしやすく、利益率を高く保ちやすい

• 海外バイヤー・消費者の生の声を直接把握でき、商品改善やブランド構築に活かしやすい

• 現地で独自のプロモーションや販促イベントを行う際にも自由度が高い

デメリット:

• 輸出に伴う事務作業やリスク対応（通関・物流手配・代金回収など）を自社で負わなければならない

• 貿易実務・語学・海外営業など高度な知識や人材が必要になる

• 初期投資や時間がかかるため、社内体制が整っていないとトラブル発生時のリカバリーが難しい

■ 間接輸出: 国内の商社や代理店、輸出代行業者を通じて海外へ製品を流す。
メリット:

• 貿易実務や代金回収リスクなどを商社側が担ってくれるため比較的手軽に海外進出をスタートできる

• 商社が既に持っている海外販路・顧客ネットワークを活かせる場合は、スピード感を持って売り上げを拡大しやすい

• 万が一トラブルが生じても、商社がクッションとなり対応してくれることが多い

デメリット:

• エンドユーザー情報が入りづらく、顧客ニーズの変化をリアルタイムに捉えにくい

• 商社へのマージンが発生し、自社利益が薄くなる可能性

• 商流における価格競争力やブランドコントロールの自由度が制限される

沖縄企業の場合、最初の一歩としては地元商社や県外の輸出代行企業を使いながら、ある程度の実績とノウハウが蓄積できた段階で直接輸出へ切り替える、もしくは並行
して両方を進める、といった段階的アプローチも有効です。



4.2. 代理店・販売店・輸出商社との連携

間接輸出の一形態として、海外の代理店や販売店と契約を結ぶケースも増えています。

代理店

在庫を持たずに、顧客紹介や商談サポートを行い、契約成立に対して手数料を得

る。メーカーと顧客（海外小売店など）の契約当事者は直接であることが多い。

販売店（ディストリビューター）

販売店が自ら在庫を抱え、独自に現地で販売する。メーカーとの取引形態としては卸

売契約に近い形になる場合があり、現地での価格管理やプロモーションを販売店が独

自に行うことも多い。

輸出商社（地域商社含む）との連携はさらに広範なサポートを得やすく、輸送手段の手配や関税・通関手続き、現地でのプロモーション計画など包括的なサービ
スを提供してくれる場合もあります。沖縄県内にも輸出業務に精通した商社やEC代行企業が存在するため、まずは相談してみるとよいでしょう。

4.3. 越境ECの可能性と注意点
昨今は越境ECを活用して海外消費者に直販するビジネスモデルも大きく注目されています。インバウンドで沖縄商品を知った外国人観光客が、帰国後
にリピーターとしてオンライン購入するケースも増えているため、越境ECの導入は特に観光地・土産品ビジネスとの相性が良いといえます。

メリット:

• 初期費用が比較的抑えやすく、世界中の顧客にアプローチできる

• タイミングを問わず注文を受けられ、リピート客を確保しやすい

• 店舗運営がオンラインベースで完結し、テスト販売も容易

デメリット:

• 国際送料・関税の処理が複雑で、消費者が追加費用の負担を嫌がる場合がある

• 返品やクレーム対応の負担が国内ECよりも大きくなる

• 英語や中国語などの多言語対応が求められ、人材リソースが必要

• 現地への配送リードタイムが長い・送料が高いと、買い控えの原因になる

また、沖縄からの越境ECでは国内配送費や航空便の手配が加わるため、十分な収益シミュレーションを行った上で取り組むべきです。SNSマーケティングとの掛け合わせ、リピ
ート購入や友人紹介を狙ったプロモーションなど、戦略的に活用できれば大きな効果を期待できます。



4.4. 沖縄独自のハブ機能

地理的に沖縄はアジア各国へのアクセスが短い反面、北米や欧州へは直行便が限られており、輸送コスト・リードタイムがどうしても高くなる可能性が

あります。しかし、那覇空港が拠点となる国際貨物便や那覇港の海上輸送網を活用し、近隣アジア諸国へ短期集中で輸出する事例が増えてい

るのも事実です。

• アジア主要都市との輸送連携：台湾・香港・韓国・上海などへのフライトや船便は比較的多く、冷凍・冷蔵品も含めた輸出がしやすい環境がある。

• ハブ&スポーク型の活用：那覇をハブとして、一旦貨物を集め、そこから各国・地域への再輸送を行う企業も存在する。特に日本本土から沖縄を経由して海外へ

出荷する、逆に海外から沖縄へ入れ国内各地へ出荷するなど、国際物流の拠点となる事例も増えている。

これらの仕組みを上手に活用すれば、同業他社や地域商社と協業してコンテナ単位でまとめて輸送コストを抑えるなどの協調戦略も見込めるかもしれません。



5.貿易実務と契約条件
5.1. 輸出価格の組み立て方（原価・関税・マージン）
海外の最終小売価格は、「日本国内価格に関税や物流コストなどを加算した」水準になるのが一般的です。
沖縄企業が特に注意すべきは、国内の離島物流コストが加わる点と、輸出先までの国際送料が上乗せされる点です。
輸出価格を組み立てる際は、以下の要素を総合的に計算することが欠かせません。

1製造原価（コスト）
人件費・原材料費・包装資材費など

2 国内物流費
自社工場や倉庫から那覇港・那覇空港などの港湾・空港までの輸送、通関費用

3国際輸送費
船便・航空便の運賃、コンテナ費用、必要に応じてリーファー（冷蔵冷凍）コンテナ追加料金

4 関税・税金
輸入国で課される関税率や消費税、その他の諸税。商品カテゴリーによって大きく異なる

5保険料（海上保険・輸送保険など）
万一の事故や損害に備える

6 マージン（商社・代理店の取り分）
間接輸出の場合は、さらに卸・小売の中間マージンを考慮

7最終小売価格
上記を積み上げた総コストに対して、現地小売が設定する利益が上乗せされる

大きな問題として、あまりに総コストが高くなってしまうと現地市場で価格競争力を失い、売れ行きが伸び悩むことがあります。
そこで、海外向け専用パッケージや規格を採用してコストを削減したり、逆に高級路線の商品設計を行い「高額でも売れる付加価値」を打ち出すなど、戦略面からの調整が求
められます。



5.2. インコタームズ（貿易条件）の押さえどころ

インコタームズは国際商業会議所が策定した貿易取引条件の規則であり、買い手と売り手の間で「どこまでコストとリスクを負担するか」を定義します。代
表的には下記がよく使われます：

1 FOB（Free on Board）

本船渡し

2 CIF（Cost, Insurance and Freight）

運賃保険料込み

3 EXW（Ex Works）

工場渡し

4 DDP（Delivered Duty Paid）

関税納付込み持ち込み渡し

例えば、FOB取引であれば、沖縄企業（売り手）が那覇港等で船に積み込むまでの費用とリスクを負担し、その後は買い手が負担することになるため、海上輸送や保険

の手配を買い手側が行う形になります。どの条件を選ぶかによって、最終的な輸出価格やリスク範囲が変わるので、契約書で明確にしておかないとトラブルにつながります。

5.3. 通関・関税・輸入規制への対応
輸出先国ごとに、食品の場合は農薬残留基準や添加物規制、化粧品・医薬部外品の場合は薬事法や成分規制などが異なり、無申告や不備がある
と輸入差し止めや廃棄処分、罰則を受ける可能性があります。沖縄発の食品・飲料を輸出する際は、商品サンプルを事前に送って現地検査を受ける
例も少なくありません。

• HSコードの確認：正しいHSコードを適用しなければ、誤った関税率が適用される恐れあり。

• 税関への輸出申告書類：商業インボイス、パッキングリスト、B/L（船荷証券）やAWB（航空運送状）などが正しく整合性を保っている必要がある。

• 輸出先での許認可：アメリカFDA登録、中国のCFDAなど、医薬品や健康食品の場合は追加手続きが必須。

通関業者や専門家に委託することも多いですが、最終的な責任は輸出者にあるという認識を持ち、書類管理やスケジュール調整には細心の注意を払いましょう。



5.4. 決済条件と為替リスク管理
海外への輸出取引では、代金回収リスクや為替変動による利益率の変動が常につきまといます。代表的な決済方法としては以下のようなものが挙げられます。

1 T/T前払い（電信送金）

買い手が先に送金する方法で、売り手としては回収リスクが低いが、買い手側の信

用が得られない場合は交渉が難しい場合もある。

2 L/C（信用状）取引

銀行が仲介する形で一定の信用を確保する方法。書類手続きが煩雑で手数料がかか

るが、回収リスクは軽減される。

3 信用取引（後払い）

継続的な取引実績と強い信頼関係が必要で、通常は大手企業同士でないとリスク

が高い。

4 クレジットカードやPayPalなどの電子決済

越境ECでは一般的になりつつあるが、手数料や限度額、消費者保護ルールに注意。

為替リスクを低減する手段としては、為替予約やNEXI（日本貿易保険）のカバーなどがあります。特に中長期的な取引を結ぶ際は、為替が大きく変動しても事業計画が

崩れないように、複数の方法を組み合わせてリスクを管理しましょう。

5.5. 輸送保険・貿易保険・PL保険への加入

1 輸送保険（海上保険・航空保険）

輸送中の事故や自然災害による損害をカバーする保

険。インコタームズの条件によってどちらが保険付保を行

うかが変わってきます。

2 貿易保険（NEXIなど）

相手国の政治リスクや買い手の倒産・支払い遅延リ

スクを一定範囲でカバー。海外取引特有のリスクが

多い場合に有用。

3 PL保険（製造物責任保険）

食品や化粧品など、使用者の体調不良やトラブルを起

こした際の賠償責任をカバーする。海外は訴訟額が大

きくなる傾向があるため、無保険状態は非常に危険。

商品ジャンルや出荷量、輸出先国によって必要な保険の種類や補償範囲が変わるため、保険会社や専門家と相談のうえ適切なプランを選択してください。特に食品・化

粧品を扱う場合はリスクが高いので、万が一の損害賠償リスクに備えるのは経営上必須と言えます。



5.6. バイヤーへのアピール方法と商流づくり

いざ輸出を具体化する段階では、バイヤーとの円滑なコミュニケーションが要となります。特に食品・化粧品・工芸品など、現地法規制が複雑なジャン

ルではバイヤー側もリスクや手間を嫌う傾向が強いですから、以下のような点に留意しておきましょう。

商品カタログや資料の多言語化

英語版、中国語版（繁体字・簡体字）、韓国語版など、主要な輸出先を

想定した言語での資料を用意する。製品スペック、原材料、希望取引条件な

どを簡潔にまとめ、相手がすぐに見られるオンラインリンクを用意すると好印象。

サンプル提供と評価のフィードバック

バイヤーが商品をテスト販売する際や、消費者アンケートを取る際に協力を

惜しまない姿勢を示す。評価結果を受けて迅速に改善策や追加提案を出

すことで信頼を高める。

商流の可視化

代理店・商社・小売店など複数が絡む商流の場合、それぞれの役割とマージ

ン、支払スケジュールを分かりやすく図示して提示する。

価格交渉と最終合意

インコタームズを踏まえ、どこまでコストを含めるか、希望出荷量やリードタイム、

決済条件などを一緒に詰めていく。バイヤーは複数のサプライヤーを比較して

いる可能性が高いので、柔軟な交渉力が求められる。

これらを実践しつつ、無理のない範囲で試験的に少量出荷→販売結果確認→次回の条件調整というサイクルを数回回すことで、より強固な取引基盤を築くことができ

るでしょう。



6. 沖縄県産品の例
6.1. 食品・飲料（例：泡盛・果汁ジュース）
沖縄の食品・飲料は南国のイメージや健康志向と結びつけやすく、海外市場でユニークなポジションを確立できます。
一方で、賞味期限管理や輸送条件、現地規制には相応の注意が必要です。

泡盛

• 輸入国の酒類規制や税率を事前調査。蒸留酒カテゴリーに属するかどうか、アルコール

度数制限などを確認。

• 「日本産焼酎（Shochu）」と混同されることもあるため、独自のストーリー（琉球泡盛

の伝統、古酒文化など）を強調して他の蒸留酒との差別化を図る。

• 知名度が低いため、英語や中国語での飲み方提案（カクテルレシピなど）を記載すると

、現地の若年層にも受け入れられやすい。

果汁ジュース

• 果汁濃度や糖度表記、添加物の有無などを正しく表記。国によってはヘルスクレーム（「

健康に良い」「ダイエット効果」等）に制限があるため、表示ルールに注意。

• フローズン濃縮や粉末化など、形態を変えて輸出することで賞味期限や輸送温度帯の

課題を解決する事例もある。

• 機能や効能価値を訴求できる商材なら、健康食品のポジションを検討。「ビタミンC」「天

然」という健康面のアピールを多言語化すると効果的。

6.2. 菓子・スイーツ・加工品（例：焼き菓子・黒糖菓子）
沖縄名物として認知度の高い焼き菓子や黒糖菓子は、手軽に配れるお土産としてインバウンドにも人気です。
この人気をそのまま海外輸出へ転用する際には、以下の点を考慮しましょう。

焼き菓子

・小分けパック化や多言語パッケージが好まれる。味のバリエーション（紅芋、黒糖、塩など）

をつけると買い集める意欲を刺激できる。

・バターやラードなどの配合による油脂成分が現地規制と合致するか確認（トランス脂肪酸が

発生していないか、ハラール認証が必要な地域などではないかなど要注意）。

・消費期限が比較的長めとはいえ、高温多湿な地域に輸出する場合の保管方法も確認し

ておく。

黒糖菓子

・純度の高い黒糖を使ったキャンディやかりんとうなどは、健康志向の方に「ミネラル豊富」「天

然甘味料」として訴求しやすい。

・中国大陸や台湾向けには、「沖縄産黒糖」を使った商品がすでに一定のブランド力を持ち始

めており、並行輸入品との価格競争も起きる場合がある。

・黒糖と他の食材を組み合わせた新しい菓子（例：黒糖×チョコレート）などを企画すると差

別化を図りやすい。



6.3. 化粧品・健康関連商品（例：月桃コスメ、ウコン製品）

近年、東アジア圏を中心に“日本産コスメ”の注目度が高まっており、沖縄の独自原料を使った化粧品や健康食品にも追い風となっています。ただし、薬
事・食品衛生上の規制が厳しい国もあるため、事前調査が欠かせません。

月桃コスメ

・月桃の抗酸化作用や香りの特徴を海外市場にわかりやすく伝えるために、英語や中国語の

パンフレット作成、SNSでのビジュアル訴求などを行う。

・中国の場合は“動物実験が必要”などの規定があり、香港や台湾とはまた別の輸入手続きと

なる。

・防腐剤や合成香料の有無など、オーガニック志向・ナチュラル志向の商品設計をすると高級

ラインで販売できる可能性も。

ウコン製品

・二日酔い対策サプリとしてのイメージが強いが、国によっては医薬品扱いとなる場合もある。

効能表示をどこまで許容できるかを確認。

・FDA認証（アメリカ）などが必要なケースもあるため、まずはサンプル輸出とラボ検査を受け

ながら進めるのが安全策。

・「ターメリック」としてカレー文化のある地域に販路を拡大するなど、食用素材としての売り方を

模索する事例も。

6.4. 工芸品・雑貨（例：紅型、やちむん焼）
沖縄の工芸品は海外の雑貨愛好家やインテリア市場で高い評価を受けつつあります。
しかし壊れやすい、重量がある、使用方法が限定的などの理由から物流費や販売チャンネルに工夫が求められます。

紅型

・伝統の手染め技術を前面に押し出し、工芸品としての芸術性を高価格帯で訴求するか、

雑貨やファッション小物として量産モデルにするか方向性を明確化。

・現地のファッションブランドやデザイナーとのコラボを模索する事例も増えており、コラボ商品なら

価格設定を高めにできる。

・外国語での制作風景や職人インタビュー動画、SNS発信は強力なプロモーション手段となる。

やちむん焼

・ホテルや飲食店での使用経験から、そのその購入を検討する機会があり、購入場所において

手軽に検討、購入できることが重要。

・昔からのデザインだけではなく、沖縄の海をイメージした新しいデザインが人気を集めている。ま

た、食器類や置物だけではなく、小物やピアスなどのカテゴリーの拡大が購入層の拡大につな

がる。

・そもそもなんなのかを知らない人が多いので、動画やデジタルマーケティングによる情報提供も

重要となる。



7.リスク管理と知財保護・クレーム対応
7.1. よくあるクレームと防止策
海外輸出においては、国内販売にはないクレームが発生しやすいので、具体的な事例と防止策を頭に入れておくことが肝心です。

製品破損・汚損
長距離輸送や通関検査の過程で製品パッケージが潰れたり、ガラス容器が割れたりするリスクが高まります。

防止策: 二重三重の梱包、緩衝材の強化、輸送保険への加入、貿易条件でのリスク分担明記。

味・品質への不満
食品では味の好みが国ごとに大きく異なり、「甘すぎる」「塩辛すぎる」などのクレームが出ることも。

防止策: 試供品やテストマーケティングを行い、ローカライズが必要なら味の調整も検討。また賞味期限表記や
保管方法を明確化し、現地で適切な保管温度を守ってもらう。

使用方法が分からない
化粧品や健康食品などで、現地の消費者が誤った使い方をして不満やトラブルを起こすケースがある。

防止策: パッケージやマニュアルに多言語で使用方法・注意事項を記載。デモ動画やSNSで情報発信。

ラベル・表記ミス
表記言語に誤字脱字や法規違反があると、クレーム以前に輸入差し止めをくらう可能性も。

防止策: 専門家によるダブルチェックを欠かさない。ローカル法規に即した栄養成分表やアレルギー表記を準備。

これらの防止策を怠ると、初期段階で築いたバイヤーや消費者との信頼が一気に崩れ、挽回が困難になる恐れがあるため、プロアクティブなリスクマネジメントが重要です。

7.2. 知的財産権の戦略的活用
沖縄の特産品や工芸品はブランド力が高く、模倣品やコピー商品が出回る懸念が常に存在します。
海外での商標トラブル事例としては「中国で先に商標を取られていたため、自社の商品が販売できない」というケースが有名です。

商標登録
輸出先国や重要ターゲット国での商標登録を早めに検討。文字商標だけでなくロゴやシンボルマークなども含め、

権利を守る。

意匠権・特許
工芸品や特徴的な包装デザインなど、真似されやすい要素がある場合は意匠登録や実用新案申請も視野に入れる。

地理的表示
沖縄の農林水産物や酒類など、地理的表示保護制度(GI)が活用できる場合は、地域ブランドとして世界的に
保護される可能性がある。

模倣品モニタリング
現地で類似品が出回っていないか、SNSやECサイトをチェックし、不正競争や虚偽表示が疑われる場合は早期
に法的措置を講じる。

これらを通じてブランドを確立すれば、少々高い価格でも品質や信頼を求める顧客層を獲得しやすくなり、長期的な価値向上につながります。



7.3. 紛争解決・契約トラブルを防ぐ方法

海外取引では商習慣や言語の違いから、小さな行き違いが大きなトラブルに発展する可能性があります。以下のような対策を徹底することでリスクを

抑えられます。

1契約書の締結

口頭ベースやメールだけでのやり取りではなく、弁護士や専門家にチ

ェックしてもらった正式な契約書を作成。インコタームズや支払い条

件、品質保証、紛争時の準拠法・裁判管轄などを明記。 2 紛争解決機関の指定

ICC（国際商業会議所）やJCAA（日本商事仲裁協会）など

の仲裁機関を利用する旨を契約で合意しておけば、万が一の裁判

コストを抑えられる場合も。

3コミュニケーション頻度の確保

契約後も定期的にオンライン会議やメール連絡を行い、問題が小さ

いうちに解決。タイムリーな反応がバイヤーの信頼感につながる。

特に初取引の相手とは慎重に契約文言を詰め、相手企業の信用調査も必要に応じて実施しましょう。

沖縄企業の場合、地元商社や同業者ネットワークで相手先の評判を聞くのも有効です。



8. 海外マーケティング戦略

8.1. インバウンド人気商品を海外に波及させる
沖縄ならではの強みとして、インバウンド（訪日外国人）において既に人気のある商品やカテゴリーを輸出へ活かすという方法があります。これは単に「
海外でも売れるかも」という憶測ではなく、現地観光客の購買実績を根拠にした、信頼度の高いマーケティング手法です。

POSデータや免税データの活用

どの地域の外国人がどのような商品をどのくらい購入してい

るかを数値化。輸出先として最優先すべき国や、主力商

品が明確になり、バイヤーとの商談もスムーズ。

旅行者口コミの二次利用

SNS投稿や旅行口コミサイトなどで得られたポジティブな感

想を、現地向けPR資料やオンライン広告に活用する。「沖

縄旅行中にこんなに美味しかった！」というストーリーは説

得力抜群。

渡航制限や経済動向

国際情勢や為替レートの変動により、訪沖者数や購買額

が変わる。定期的に統計をウォッチし、トレンドに合わせて

国別の輸出プランをアップデートする。

8.2. SNSや現地インフルエンサー活用
国際的にSNSはマーケティングの主戦場になりつつあります。特に沖縄は観光地としてのビジュアル的魅力が強く、写真や動画を使ったPRが効果的です。

主要SNSプラットフォーム

Instagram, Facebook, YouTube, TikTok, 小紅書

(RED), Weiboなど、ターゲット国・地域で主流のものを

選ぶ。

インフルエンサー（KOL）との連携

商品サンプルを提供し、インフルエンサーが実際に使った感

想を投稿することで知名度と信頼性を一気に高める。特

に美容・健康食品、雑貨はKOLの影響が大きい。

ハッシュタグ戦略やキャンペーン

現地語と英語を併用したハッシュタグを設定し、投稿者に

特典を与えるキャンペーンを行うことで、海外のファンコミュニ

ティを育成していく。



8.3. 展示会・商談会・オンライン商談の活用

従来からある国際展示会や商談会への参加は、バイヤーとの直接接点を築く有力手段です。沖縄企業の場合、沖縄大交易会やジェトロが支援する
海外展示会を活用することで、効果的に海外市場へアピールできます。

事前準備

商品サンプルやパンフレット、英語/中国語の資料を十分用

意し、名刺交換の流れをスムーズにする。SNSアカウントや

ECサイトのQRコードを提示できると、その場で検索・フォロ

ーにつながる。

商談会の活用

バイヤーが多数訪れるイベントでは、短時間で多数の商談

をこなすため、事前にアポを取っておくことが肝要。自社の特

徴や輸出条件を簡潔にまとめた“エレベーターピッチ”を練習

しておくと良い。

オンライン商談

コロナ禍以降、一気に普及したオンライン商談は物理的距

離のハードルを下げており、沖縄から遠方の国とも気軽に商

談が可能。ただし、サンプル配送のタイミングや通信環境の

準備をしっかり整えて臨む。

8.4. 沖縄ブランドの物語づくり（ストーリー＆デザイン）

海外の消費者は物やサービスそのものだけでなく、「その商品が持つストーリー」に惹かれて購入を決定することが少なくありません。
沖縄という地域は歴史・文化・自然が豊富で、商品と結び付けられる物語の宝庫です。

琉球王朝や伝統文化

歴史的背景を紐解くと、海外の人が興味を持つエピソード

（アジア貿易の中継地だったこと、琉球芸能の独自性など

）が数多くある。商品を通じてそれを伝える仕掛けを用意。

南国の自然と健康

シークヮーサーやウコン、もずく、海塩など沖縄の恵みが生み

出す健康効果やエピソードを、ビジュアル（写真・動画）と

ともに発信する。

デザインへのこだわり

パッケージは現地目線でのデザインが必要。紅型柄やシー

サーのイラストが必ずしも良いわけではなく、対象地域を意

識したモダンデザインに仕上げるなど、“伝統×現代”の融合

で差別化を図る。海外向けロゴやネーミングの意味合い（

発音しやすいか）も再考する価値がある。

ストーリーをしっかり構築した上で、ホームページやSNS、カタログに反映し、それを商談の席でプレゼンすれば、輸入業者やバイヤーが自国の消費者に対しても商品価値を説

明しやすくなります。



9. 公的支援・補助金・専門家の活用

9.1. 中小機構・ジェトロ・沖縄県産業振興公社 ほか
沖縄企業が海外輸出に取り組む際、活用できる公的支援や機関は数多く存在します。代表的なところを以下にまとめますので、それぞれの目的に合わせて連絡してみてください。

- 中小機構 海外展開ハンズオン支援: 個別伴走支援や海外現地アドバイザーの派遣などを行っており、輸出初心者でも専門家の助言の下で実践的なノウハウを蓄積できます。

- ジェトロ（日本貿易振興機構）: 海外展示会出展支援、海外市場調査、ビジネスマッチング、貿易実務相談、知財相談など、幅広いメニューを提供しています。沖縄県内にもジェトロの支部があります。

- 沖縄県産業振興公社: 沖縄の補助金、セミナー、海外商談などの情報を適宜提供。県内企業向けに輸出に関する相談を受け付けており、必要に応じて他機関と連携した支援を紹介してくれることも。

さらに、商工会や金融機関、地元の経済団体も海外展開支援に力を入れている場合があります。

9.2. 各種補助金・助成金の活用法
海外輸出関連の費用（展示会出展費、翻訳費、パッケージ開発費、ECサイト構築費など）はまとまった額になることがあります。そこで、国や自治体が実施している補助金・助成金を活用するのも賢い選択です。

-ものづくり補助金グローバル枠（経産省）: 海外市場向けのブランド確立や販路開拓を支援。

- 農林水産省の輸出促進事業（GFP）: 食品・農産品関連の輸出を推進するための補助金。

- 沖縄県独自の補助事業: 例えば、海外見本市・商談会出展費用補助や、海外プロモーション補助など。年度によって公募時期や内容が異なるため、こまめに公的機関の情報をチェックしましょう。

補助金は申請書類の作成や事務が煩雑なことも多いため、早めに手続きを始め、必要に応じて公的機関のサポートを利用するとスムーズにいきます。

9.3. 専門家派遣・ハンズオン支援・金融機関連携
- 専門家派遣: 翻訳、デザイン、貿易、国際法律など、それぞれの分野に特化した専門家を短期的に派遣してもらう制度が各機関で用意されている場合があります。欠けている知識を効率よく補完できる。

- ハンズオン支援: 中小機構やジェトロのハンズオン事業では、経験豊富なコーディネーターが継続的に支援し、戦略づくりから商談同行まで行うケースもある。

- 金融機関との連携: 地元銀行や信用金庫が運営するビジネスマッチングサービスや海外提携先を活用すれば、融資だけでなく販路開拓面でもメリットがある。輸出保険の取り扱いなども相談可能。

小規模事業者ほど、これら支援の利用が輸出成功のカギとなります。
「海外展開＝ハードルが高い」というイメージを払拭し、リスクを分散しながら着実に前進するために、公的機関や専門家との連携は積極的に検討しましょう。



10.まとめと今後のステップ
10.1. 小規模でもまず一歩を踏み出す

沖縄企業が海外輸出を始める際、最初から大規模な生産体制や多国籍展開を狙おうとすると、リスクが大きく失敗の確率も高まります。そこで「まずは
少量だけ海外へ出してみる」「一国限定でテストマーケティングする」という形で小さく始めるのがおすすめです。少量輸出を続けるだけでも、PDCAサイクル
を回す過程で下記のような学びが得られるでしょう。

相手国バイヤーとのコミュニケーションで見えた
ニーズや価格帯のギャップ

国際輸送にかかる実費コストとリードタイムの現実

パッケージ・表示の微調整が購買意思にどれほど影響するか 現地消費者の好み（味、デザイン、文化的背景との相性）

このような実地経験から得られる知見は、どれほど机上でリサーチを重ねても得られないリアルな財産となり、次の段階のスケールアップに繋がります。

10.2. 社内体制づくりと社外パートナーシップ

継続的に海外輸出を行うには、社内の体制整備が欠かせません。特定の担当者だけに負荷が集中すると、輸出拡大の機会を逃してしまったり、ミスが
起きやすくなるリスクがあります。以下のポイントを押さえ、組織的に取り組むと効果的です。

輸出責任者とサポートチームを明確化

語学力・貿易実務力がある人を中心に、製造部門

・総務部門とも連絡を密にする。

定期会議・報告ラインの整備

輸出に関わる進捗やトラブル報告を迅速に共有し

、経営レベルで意思決定できるようにする。

社外ネットワークの拡張

商社、物流業者、金融機関、支援機関、デザイナ

ー、翻訳者など、外部パートナーとの関係性を継続
的に育む。必要に応じて共同事業なども視野に入

れる。



10.3. インバウンドからアウトバウンドへ

沖縄の未来戦略 最後に、沖縄のインバウンド観光とアウトバウンド輸出は相互に高め合う関係にあることを強調しておきます。

観光客が沖縄で感動し、商品を気に入ってくれるほど、帰国後のリピート需要が生まれやすくなり、また口コミによる新規需要も獲得しやすくなります。

インバウンドでのブランド認知 → 

海外販売での信用

観光地での口コミや店舗体験が強力な宣

伝となり、輸出先国のバイヤーとの商談をス

ムーズにする。“沖縄旅行で売れている商

品”という実績が説得力を持ちます。

海外で人気になれば逆に沖縄観

光客を呼び込める

世界的に人気の商品やブランドが“本場沖

縄でしか体験できないもの”として、さらなる

観光誘客効果をもたらす可能性も。

地域経済の多角化

インバウンド依存だけでなく、輸出という柱を

育てることで、観光業の季節変動や世界

情勢の影響を分散し、沖縄企業の経営基

盤を強化できる。

こうしたダイナミックな発展を見据え、本マニュアルの内容を参考にしながら、ぜひ沖縄企業の皆さまが海外へと羽ばたく一歩を踏み出していただければ幸いです。

PDCAを回し続けることで必ず新たな発見と成長があり、沖縄ブランドのさらなる飛躍へとつながっていくでしょう。



おわりに

本マニュアルは、沖縄の企業が海外輸出にチャレンジする際に必要となる基本的なステップ・注意点・活用できる支援策などを包括的に整理したものです。

インバウンド実績が示す通り、沖縄の特産品や文化は海外消費者からも高い関心を集めています。そのポテンシャルを掘り起こし、きめ細かな実務と戦略

で世界へ届けることで、沖縄の産業とコミュニティは新たな展望を開拓できるでしょう。

ぜひ社内外のパートナーと協力しながら、リスクを管理しつつチャンスを最大化していってください。沖縄の魅力が海を越えて多くの国や地域で愛される日が、

そう遠くないことを心より願っています。
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